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地方独立行政法人大牟田市立病院平成２９年度年度計画  

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標

を達成するためにとる措置  

１ 良質で高度な医療の提供  

(1)  患者本位の医療の実践（重点）  

① インフォームド・コンセント（説明と同意）の徹底  

・個々の患者自ら受ける医療の内容を納得し、治療法を選択できるよ

うに、必要に応じ、看護師等の同席によるインフォームド・コンセ

ントの徹底に努める。  

② チーム医療の推進  

・緩和ケア、感染対策、じょく瘡対策、栄養サポート及び呼吸ケアサ

ポートなど、それぞれの分野でチーム医療を推進し、患者の生活の

質の向上、疾病の治癒促進並びに感染症等の合併症予防等を実施す

る。 

③ 接遇の向上  

・患者満足度調査結果や病院モニターからの意見等を踏まえ、実践的

な接遇研修等を実施し接遇の向上を図る。  

 

目標値  

項目  平成２７年度実績  平成２９年度目標値  

新規入院患者数  ７，６０１人 ７，７００人 

 

関連指標  

項目  平成２７年度実績  平成２９年度計画  

紹介状持参患者数  １１，２７４人 １１，８００人 

入院患者満足度調査  

（診察面）  
８０．３点  ８０．０点 
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入院患者満足度調査 

（接遇面）  
７９．９点  ８０．０点 

※関連指標について  

中期目標で示されている各項目に関連する取組や指標について掲げて

いる。以下同じ。  

 

(2)  安心安全な医療の提供  

① 医療安全対策の充実  

・定期的な院内ラウンド等を強化し、安心・安全な療養環境の確保を

図る。  

・医療安全管理委員会の活動の更なる充実を図るとともに、ＭＳＭ

（Medical Safety Management）委員会を定期的に開催し、医療安全

に関する情報の収集と分析を行い、的確な医療安全対策を実施する。 

・全職員の医療安全意識の醸成を図るため、医療安全情報の定期的な

発信を行うとともに、全職員を対象とした研修の開催や職種・経験

年数に応じた研修を実施する。  

・医療安全に対する意識向上を図るため、年間を通したインシデント

レポートの提出を促す。  

・万一の医療事故の場合には医療事故調査制度に基づき適切に対応す

る。 

・医療メディエーターの養成により、患者と医療者のコミュニケーシ

ョンエラーの軽減を図り、トラブルの未然防止に取り組む。  

② 院内感染対策の充実   

・病院感染対策委員会を毎月定期的に開催し、感染症の発生動向の把

握と院内感染防止対策の充実を図る。また、感染対策チームによる

院内ラウンドやサーベイランス（感染管理活動）を継続的に実施し、

分析結果や改善点等を共有することで、職員の感染防止に関する意

識並びに技術の向上を図る。  

・有明地区感染管理ネットワークへ積極的に参画し、近隣病院と協働

して地域における感染症発生状況の把握と分析を行う。  

・感染対策に関する年２回の研修会の開催に加え、職種や経験年数等

のニーズに即した研修を開催する。また、院内で勤務する委託業者
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への研修についても継続的に実施し、病院全体での感染予防及び感

染防止に取り組む。  

 

目標値  

項目  平成２７年度実績  平成２９年度目標値  

院内研修会の開催（医療安

全に関するもの）  
１５回 １５回 

 

(3) 高度で専門的な医療の提供  

① 高度で専門的な医療の充実  

・頭腹部用血管撮影装置の更新など、最新の治療に必要な医療機器の

導入により検査や治療の充実を図り、質の高い手術や内視鏡治療、

血管内治療等を中心とした高度で専門的な医療を提供する。  

・医療スタッフの専門資格の取得を促進し、最新の治療技術を導入す

るなど先進医療に積極的に取り組む。  

② 臨床研究及び治験の推進  

・良質で高度な医療の提供のため、臨床研究及び治験にも積極的に取

り組み、医学の発展に貢献する。  

・新しい治療方法等の医療に関する情報発信を行う。  

 

関連指標  

項目  平成２７年度実績  平成２９年度計画  

手術件数（手術室施行分） ２，５５４件 ２，５００件 

内視鏡治療件数  ４０８件 ４００件 

血管造影治療件数（頭部） ４１件 ４０件 

血管造影治療件数（腹部） １７９件 １５０件 
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(4) 快適な医療環境の提供  

・患者満足度調査結果や病院モニター制度等の活用により、第三者に

よる施設・環境面に関する意見の聴取等を行い、病棟の古くなった

温水洗浄便座の更新、病室における空調吹出口の結露対策並びに病

棟の浴室改修など患者アメニティ（患者療養環境）の改善に取り組

む。 

・外来受診者への支援に関するボランティア活動の受入れを開始する。 

 

関連指標  

項目  平成２７年度実績  平成２９年度計画  

入院患者満足度調査  

（院内施設面）  
７４．７点  ７５．０点 

入院患者満足度調査  

（病室環境面）  
７２．７点  ７３．０点 

 

(5)  法令遵守  

① 関係法令・行動規範等の遵守  

・関係法令及び当法人の「役員及び職員倫理規程」の遵守を徹底する

とともに、定期的な倫理研修会の開催を通じ職員に対する継続的な

教育を行うことで、職員倫理及び臨床倫理に関する倫理意識の醸成

を図る。  

② 診療情報等の適正管理  

・診療録等の個人の診療情報については、適正に管理するとともに、

大牟田市個人情報保護条例（平成１４年大牟田市条例第２２号）及

び診療録管理規程に基づき、患者及びその家族等への情報開示を適

切に行う。  

・その他の個人情報保護並びに情報公開については、大牟田市個人情

報保護条例及び大牟田市情報公開条例（平成１５年大牟田市条例第

３７号）に基づき、適切に対応する。  
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２ 診療機能を充実する取組  

(1) がん診療の取組（重点）  

・がん診療については、手術、放射線治療、分子標的薬を含む化学療

法を効果的に組み合わせた集学的治療を行う。  

・より体に及ぼす負担や影響が尐ない治療（内視鏡治療、鏡視下手術、

ラジオ波焼灼術等）に積極的に取り組む。  

・がん診療に係るチーム医療の充実を図るとともに、緩和ケアに係る

診療体制の充実を図る。また、引き続き緩和ケアセンターの設置へ

向けた緩和ケア提供体制の検討を行う。  

・「地域がん診療連携拠点病院」としての機能向上を図るため、常勤

の放射線治療医及び放射線読影医の確保に努めるとともに、専門的

な知識及び技能を有する医療職の計画的な育成に取り組む。  

・ＣＰＣ（臨床病理カンファランス）、ＣＣＣ（臨床がんカンファラ

ンス）、緩和ケア研修会の開催により、地域の医療従事者への研修

を継続する。  

・がんに関する市民公開講座を開催し、住民に対する普及啓発活動に

取り組む。  

・筑後地区の４つのがん拠点病院が共同で行うがんサロンの充実を図

るとともに、定期的に地元での開催も実施する。  

・がん地域連携パス（地域連携治療計画）に関しては、福岡県統一パ

スの進ちょく状況に合わせ、連携先医療機関との協議を行いながら

パスの運用を推進する。  

 

関連指標  

項目  平成２７年度実績  平成２９年度計画  

がん手術件数（前掲の手術

件数の内数）  
５４２件 ５００件 

放射線治療数  ３，９７８件 ４，０００件 

化学療法件数  ２，３５０件 ２，４００件 
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(2)  救急医療の取組（重点）  

・救急専門医を中心に「断らない救急医療」を推進するとともに、救

急車対応受入ナースを育成し、救急受入体制の強化を図る。  

・心臓カテーテル治療を再開し、急性心筋梗塞患者の受入体制の強化

を図る。  

・救急スタッフの育成を図るため、救急に係る認定看護師を中心に、

医師・看護師・コメディカルスタッフ合同の救急初療対応等の研修

を実施する。  

・救急救命士の気管挿管実習や再教育の受入れを行うとともに、救急

隊との症例検討会を行うなど、救急隊との連携を推進する。  

・救急蘇生講習会（日本救急医学会認定蘇生トレーニングコース）を

開催する。  

 

目標値  

項目  平成２７年度実績  平成２９年度目標値  

救急車搬送からの入院患者

数 
１，３５３人 １，４００人 

 

関連指標  

項目  平成２７年度実績  平成２９年度計画  

救急車搬送患者数  ２，０１６人 ２，２００人 

 

(3) 母子医療の取組  

・産婦人科医、小児科医並びに助産師等の協働によりハイリスク分娩

に対応するとともに、セミオープンシステム等の体制を維持し、安

心して子どもを産める環境づくりに努める。  

・助産師が妊娠、分娩、産じょくを通した、きめ細やかなケアに取り

組み、助産師外来を充実させる。  
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・地域の産科医や助産師等を中心とした周産期研修会を継続的に実施

し、地域の周産期医療の連携及びネットワークづくりの推進を図る。 

・地域医師会と共同で行う平日夜間小児輪番制事業の継続に貢献する。 

・他の医療機関からの紹介患者や入院治療が必要な小児患者を中心に

受け入れる。  

 

 関連指標  

項目  平成２７年度実績  平成２９年度計画  

小児新規入院患者数  ９１７人 ９５０人 

ハイリスク分娩件数  ３８件 ４０件  

 

(4) 災害等への対応  

・非常時の簡易ベッドの確保や、消費期限にあわせた備蓄食糧の入れ

換えと採用品目の見直しなど、災害備蓄の充実を図るとともに、７

２時間連続運転が可能な非常用発電機設備への更新を検討し、災害

拠点病院機能の強化を図る。  

・災害対応訓練等へ積極的に参加し、災害時派遣に備えた医療救護技

術等の習得を行う。  

・ＤＭＡＴ隊員を中心として、多数傷病者受入れを想定した災害対応

訓練を実施する。  

 

３ 地域医療連携の推進と地域医療への貢献  

(1)  地域医療連携の推進（重点）  

・地域医療構想の方向性を踏まえ、地域における中核病院として、高

度急性期及び急性期の医療機能を担うことで、地域における病床機

能分化の推進を図る。また、地域の医療従事者と介護従事者の合同

のカンファランス等への参加など情報共有を推進し、地域包括ケア

システムの構築を見据えた医療分野と介護領域の連携強化を図る。  
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・有明保健医療圏における地域医療支援病院として、地域の医療機関

との交流拡大、連携体制の整備を進め、他の医療機関からの紹介患

者数の比率（紹介率）８０パーセント以上、他の医療機関への紹介

患者数の比率（逆紹介率）９０パーセント以上を維持する。  

・地域の医療機関からの紹介患者については、診断結果や治療経過な

どについて報告書を作成し、紹介元医療機関へのきめ細やかな情報

提供を行う。また、紹介元医療機関に対し、当院の診療機能や高度

医療機器等に関する積極的な情報提供を行うなど、広報活動・情報

発信の強化を図る。  

・連携パスの運用や地域医療連携システムの利用促進など、診療情報

の共有を推進することで、医療及び介護施設等との切れ目のない連

携を行う。  

・患者の病状や治療経過について、連携医療機関や介護施設等との情

報共有を行うため、当院の看護師や薬剤師、リハビリスタッフ等が

作成した患者記録が縦覧できるサマリーの導入を検討する。  

・医科歯科連携の推進により、がん患者をはじめとする適用患者の口

腔ケアの充実を図る。  

 

目標値  

項目  平成２７年度実績  平成２９年度目標値  

紹介率  ７９．４％  ８０．０％  

逆紹介率  ９９．１％  ９０．０％  

※平成２７年度実績については、平成２９年度目標値と同様の新たな算

定基準により数値の修正を行っている。  

 

(2) 地域医療への貢献  

・地域の医療従事者への研修会等の充実を図り、地域と一体となって

高度な医療技術と専門知識の向上に努める。  

・地域の医療従事者の病院図書室の利用を推進する。  
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとる措置  

１ 人材の確保と育成  

(1) 病院スタッフの確保（重点）  

① 医師、看護師の確保  

・久留米大学医学部、同教育関連病院との計画的な人事交流や研修を

通した連携の強化に取り組む。  

・臨床研修医の確保並びに定着化を図るため、研修プログラムを充実

させるとともに、サマースクールの実施等により、魅力ある臨床研

修病院を目指す。  

・新専門医制度については、専門研修プログラムの他の医療機関との

連携や受入施設としての要件整備を行い、専門医資格取得を目指す

医師（専攻医）の確保を図る。  

・より質の高い看護を提供していくために、きめ細やかな教育制度の

充実により看護職員の育成を行うとともに、適切な人員配置や病棟

における二交代制勤務の導入等による就労環境の向上を図る。  

② 多種多様な専門職等の確保  

・チーム医療の推進並びに医療の質の向上を図るため、必要に応じた

専門職の確保を検討する。  

 

(2) 研修及び人材育成の充実  

① 教育・研修制度の充実  

・職務・職責に応じた階層別の教育研修体系（階層別研修）の下、実

効性のある研修カリキュラムを実施し、職員それぞれの能力の向上

や組織内における役割意識の醸成を図る。また、新規採用職員や昇

格者などを対象とした研修を実施し、新任者の支援を行う。  

・良質で高度な医療を提供するために必要な高度で専門的な知識や技

術の取得を促進するための院内研修会や講習会を積極的に開催する。

また、必要に応じ院外の研修会や講習会にも積極的に職員を派遣し、

資格取得や技能向上の促進を図る。  

② 人材育成の充実  

・専門性の向上を図るため、職員の学会参加や論文発表を推進する。  



 10 / 17 

 

・専門医や専門看護師、認定看護師、専門技師をはじめとした高度で

専門的な資格や技能の取得に当たっては、授業料等の負担軽減など

による、資格取得、技能習得の支援を行う。  

・病院図書室機能の更なる充実を図り、職員の研究・研鑚、スキルア

ップ支援の充実を図る。  

③ 事務職員の専門性の向上  

・外部研修の活用、院内勉強会の実施及び学会発表並びに資格取得支

援等により、病院運営に必要な専門知識や経営手法等の習得を支援

する。  

④ 教育・研修の場の提供  

・関係団体や医療機関などからの実習生等の積極的な受入れを行うと

ともに、実習指導に当たるスタッフの育成など、受入体制の整備に

努める。  

 

２ 収益の確保と費用の節減  

(1) 収益の確保  

・地域医療構想や診療報酬改定など、医療環境の変化並びに医療資源

の変動に適宜対応し、医業収益の維持・確保に努める。  

・救急医療の強化、地域包括ケアシステムの構築を見据えた地域医療

連携の推進並びに患者の病態に合った適切な病床管理により、入院

患者の確保に努めるとともに、高度で専門的な医療の提供により診

療単価のアップに努め、収益の確保を図る。  

・診療機能を充実する取組と合わせ、施設基準についても検討し、算

定可能なものについては適宜届出を行うことで、収益の確保に努め

る。 

 

目標値  

項目  平成２７年度実績  平成２９年度目標値  

入院単価  ５２，７６２円 ５２，５００円 
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病床利用率  ７８．７％  ８２．９％ 

新規入院患者数(再掲) ７，６０１人 ７，７００人 

平均在院日数  １２．６日  １２．７日 

外来単価  １２，８４９円 １３，３００円 

 

(2) 費用の節減  

・購入の必要性や業務委託の内容など、支出に関わる項目の全てを徹

底的に検証するとともに、必要最小限度の予算執行に留めるため毎

月の予算管理を徹底し、費用の節減を図る。  

・委託事業者の診療材料等の価格情報を基に、診療材料購入費用の更

なる削減に取り組む。  

・既存の機器等の更新にあわせて、費用対効果を考慮した保守契約を

検討することにより、保守料の削減を図る。  

・後発医薬品の採用比率を高め費用節減を図る。  

 

目標値  

項目  平成２７年度実績  平成２９年度目標値  

材料費比率  ※１  ２１．９％  ２１．１％ 

経費比率 ※２  ２１．５％  ２１．１％ 

※１ 材料費比率＝材料費／医業収益  

※２  経費比率＝（経費（医業費用）＋経費（一般管理費））／医業収

益 

 

３ 経営管理機能の充実  

(1) 経営マネジメントの強化  
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・病院長並びに各部門の長がリーダーシップを発揮し病院の業務を効

率的かつ効果的に運営するため、ＢＳＣ（バランスト・スコアカー

ド）手法により、組織全体がビジョンを共有したうえで各部門が行

動計画書を作成し目標達成に向けて取り組み、定期的な進ちょく管

理を行うことでＰＤＣＡサイクルを確立した経営マネジメント体制

の充実を図る。  

 

(2)  継続的な業務改善の実施  

① 柔軟な人員配置及び適正な人事給与制度の維持  

・病院の業績や医療を取り巻く社会情勢の変化に注視し、職員のモチ

ベーションの維持・向上を図りながら、柔軟な人員配置を行う。  

・人事給与制度については、社会情勢や法改正の動向に注視し、必要

に応じて適宜検討を行う。  

② 職場環境の整備  

・次世代育成支援対策行動計画を円滑に推進することにより、ワーク

ライフバランスの充実を図る。  

③ 病院機能の充実  

・業務改善委員会を定期的に開催し、患者サービスの向上を図るとと

もに、効率的、効果的な業務運営を行う。   

・患者満足度調査結果や病院モニター制度等を活用し、医療や患者サ

ービスの質などに関する意見の聴取を行い、院内の業務改善に繋げ

る。 

 

第３ 財務内容の改善に関する事項  

１ 経営基盤の強化  

(1) 健全経営の継続  

・他の公立病院や地方独立行政法人となった病院の運営状況の比較・

分析を踏まえ、月次決算や原価計算等の経営分析を的確かつ迅速に

行う病院経営により、単年度収支の黒字と経常収支比率１０５パー

セント以上とすることを目指す。  
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目標値  

項目  平成２７年度実績  平成２９年度目標値  

経常収支比率  ※３ １０６．０％  １０５．８％ 

実質医業収支比率  ※４ ９８．７％    ９９．１％ 

職員給与費比率 ※５ ４９．５％    ５１．６％ 

※３  経常収支比率＝（営業収益＋営業外収益）／（営業費用＋営業外

費用）  

※４ 実質医業収支比率＝医業収益／（医業費用＋一般管理費）  

※５ 職員給与費比率＝（給与費（医業費用）＋給与費（一般管理費））

／医業収益  

 

(2) 将来の設備投資に向けた財源の確保  

・新築後約２０年が経過した建物及び設備の維持・更新や耐用年数を

経過した高額医療機器の更新等のため、将来必要となる財源を積み

立て、自己資本比率３０パーセント以上とすることを目指す。  

 

第４ 予算、収支計画及び資金計画  

１ 予算（平成２９年度） 

（単位  百万円）  

区 分 金 額 

収入  

営業収益  ８，１５６  

医業収益  ７，５９３  

運営費負担金  ５４６  

その他営業収益  １７  

営業外収益  １６６  

運営費負担金  １２２  

その他営業外収益  ４４  
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臨時利益  ０ 

資本収入  ２０５  

運営費負担金  １０５  

長期借入金  １００  

その他資本収入  ０ 

その他の収入  ０ 

計 ８，５２７  

支出  

営業費用  ７，１６６  

医業費用  ６，９９８  

給与費  ３，７５９  

材料費  １，７２７  

経費 １，４７１  

研究研修費  ４０  

一般管理費  １６８  

営業外費用  １８２  

臨時損失  ０ 

資本支出  １，２０２  

建設改良費  ３９７  

償還金  ７７１  

その他の資本支出  ３５  

その他の支出  ０ 

計 ８，５５０ 

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。  

［人件費の見積り］  

総額３，９１４百万円を支出する。この額は、法人の役職員に係る報

酬、基本給、諸手当、法定福利費及び退職手当の額に相当するもので

ある。  
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２ 収支計画（平成２９年度）  

（単位  百万円）  

区 分 金 額 

収益の部  ８，３２８  

営業収益  ８，１６５  

医業収益  ７，５８０  

運営費負担金収益  ５４６  

補助金等収益  １２  

資産見返運営費負担金戻入  ２１  

資産見返補助金戻入  ２ 

資産見返物品受贈額戻入  ０ 

その他営業収益  ５ 

営業外収益  １６３  

運営費負担金収益  １２２  

その他営業外収益  ４１  

臨時利益  ０ 

費用の部  ７，８７０  

営業費用  ７，６４６  

医業費用  ７，４７６  

給与費  ３，７５９  

材料費  １，５９９  

経費 １，５９０  

減価償却費  ４９０  

研究研修費  ３７  

一般管理費  １７０  

営業外費用  ２２４  

臨時損失  ０ 

純利益  ４５８  

目的積立金取崩額  ０ 

総利益  ４５８  

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。  
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３ 資金計画（平成２９年度）  

（単位  百万円）  

区 分 金 額 

資金収入  １１，７５７  

業務活動による収入  ８，３２２  

診療業務による収入  ７，５９３  

運営費負担金による収入  ６６８  

その他の業務活動による収入  ６１  

投資活動による収入  １０５  

運営費負担金による収入 １０５  

その他の投資活動による収入  ０ 

財務活動による収入  １００  

長期借入れによる収入  １００  

その他の財務活動による収入  ０ 

前年度からの繰越金  ３，２３０  

資金支出  １１，７５７  

業務活動による支出  ７，３６８  

給与費支出  ３，９１４  

材料費支出  １，７２７  

その他の業務活動による支出  １，７２７  

投資活動による支出  ３９７  

有形固定資産の取得による支出  ３９７  

その他の投資活動による支出  ０ 

財務活動による支出  ７８５  

長期借入金の返済による支出  ２７５  

移行前地方債償還債務の償還による支出  ４９５  

その他の財務活動による支出  １４  

次年度への繰越金  ３，２０７  

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。  
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第５ 短期借入金の限度額  

１ 限度額  

１，０００百万円とする。  

 

２ 想定される短期借入金の発生理由  

予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発的な出費への対

応や賞与の支給等一時的な資金不足への対応を想定している。  

 

第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときの計画  

なし 

 

第７ 剰余金の使途  

計画期間中の毎事業年度の決算において剰余を生じた場合は、病院施

設・設備の整備・改修、医療機器等の購入、長期借入金の償還、人材確

保事業及び人材育成事業の充実に充てる。  

 

第８ その他  

１ 施設及び設備に関する計画（平成２９年度）  

施設及び設備の内容  予定額  財源  

病院施設・設備の整備  総額１２２百万円  自己資金  

医療機器等の整備・更新  総額２７５百万円  
自己資金及び大牟田

市からの長期借入金  

（注）金額については見込みである。  

 

２ その他法人の業務運営に関する特に重要な事項  

(1) 保健医療情報等の提供  

・保健医療に関する専門的な知識を公開講座の実施やホームページ等

により情報発信し普及啓発活動を実施するとともに、診療の透明性

の確保を図るため、治療成績や臨床指標を公表する。  

 


